
独立監査人の監査報告書

一般社団法人ピースボート災害ボランティアセンター

代 表 理 事  山 本  隆  殿

平成 28年 6月 27日

公認会計士今西浩之事務所

私は、一般社団法人及び一般社回法人に関する法律第 124条第 2項第 1号の規定に準じて、

一般社団法人ピースボート災害ボランティアセンターの平成 27年 4月 1日 から平成 28年

3月 31日 までの平成 27年度の貸借対照表及び損益計算書 (公益法人会計基準に基づく「正

味財産増減計算書Jをいう。)並びにその附属明細書並びに財務諮表に対する注記 (以下「財

務諸表等Jと いう。)について監査を行った。

財務諸表等に対する理事者の責任

理事者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる公益法人会計の基準に準

拠して財務諸表等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重

要な虚偽表示のない財務諸表等を作成し適正に表示するために理事者が必要と判断した内

部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

私の責任は、私が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諮表等に対する意見を

表明することにある。私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準

拠して監査を行なった。監査の基準は、私に財務諸表等に重要な虚偽表示がないかどうか

について合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施するこ

とを求めている。

監査においては、財務諸表等の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、私の判断により、不正又は誤謬による財務諸表等の重要な虚偽

表示のリスクの評価に基づいて選択及び運用される。監査の目的は、内部統制の有効性に

ついて意思表明するためのものではないが、私は、リスク評価の実施に際して、状況に応

じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表等の作成と適正な表示に関連する内部統



制を検討する。また、監査には、理事者が採用した会計方針及びその適用方法並びに理事

者によって行なわれた見積りの評価も含め全体としての財務諸表等の表示を検討すること

が含まれる。

私は、意思表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

私は、上記の財務諸表等が、我が国において一般に公正妥当と認められる公益法人会計

の基準に準拠して、当該財務諸表等に係る期間の財産及び損益 (正味財産増減)の状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

一般社団法人ピースボート災害ボランティアセンターと私との間には、公認会計士法の

規定により記載すべき利害関係はない。

以  上



(1)貸 借 対 照 表
平成28年 3月 31日現在

科 目 当年度 前年度 増減

資産の部

流動資産

現金預金

商品

立替金

仮払金

前払費用

未収入金

38,230,645

591,374

0

6,170

172,033

13,793,533

49,077,936

44165

130,934

650,000

20,301

24,137,581

△ 10,347,291

547,709

△ 130934

△ 643,830

151,732

10.343,998

流 動 資 産 合 計 52,794,305 74,060,917 △ 21,266,612

2固定資産

(1)その他の固定資産

車両運搬具

ソフトウエア

差入保証金

180,002

623,333

1001000

118,044

1,185,333

100,000

61,953

△ 557,000

0

その他の固定資産合計 9081335 1,403,377 △ 495,042

固 定 資 産 合 計 908,335 1,403,377 △ 495042

資 産 合 計 53,702,640 75,464,294 △ 2117611654

H 負債の部
打流動負債

未払金

前受金

預り金

未払法人税等

7,493,405

6,557,458

520293

70000

6,195,431

14,045,179

594,137

70.000

1297ぅ 974

△ 7.487,721

△ 73844

流 動 負 債 合 計 14,641,156 20,904,747 △ 6,263,591

負 債 合 計 J4,641,156 20,904,747 △ 6,263.591

IIE 正味財産の部

1-般正味財産 39,061,484

ヽ

54,559,547 △ 15,498,063

正 味 財 産 合 計 391061,484 54,559,547 △ 15,498063

負債及び正味財産合計 53,702,640 75,464,294 △ 21,761,654



(2う 正 味 財 産 増 減 計 算 書

平成27年 4月 1日 から 平成28年 3月 31日 まで

科  目 当年度 前年度 増  滅

一般正味財産増減の部

揺常増瓶の部

(1)経 常収益
①寄付金収入

② 助成金収入

③ 自己負担金収入

④サポート会員会受収入

⑤ そのlu」R入

グッズ収入

防災 人的ネット収入

MFETYBANK事業収入
為替Lt益

終収入

受取利息

経 常 収 益 計

(2)経 ■費用
③事業費

給与手当

法定福利費

福利厚生費

旅費交通費

会議費

語調査

賭会費

租税公課

消耗品費

印品!製本 事務用品費

広告宣伝費

通信運搬費

食材費

車両費

賃恰料

新聞図書費

支払手数料

保守料

S^FETY8AN(高 品仕入

海外渡航費

物資支結

支払手付金

事務所使用料

外症費

減価値却費

整費

書籍仕入

為替差損

② 管理費

役員報酬

給与手当

法定拒利費

福利厚生受

旅費交通費

通信費

消耗品費

租税公辞

支tA手数料

支払寄付金

減価使却費

事務所使用料

保守料

雑費

経 常 費 用 計

当期絡告増減観

32599711

73043939

5043100

750000

0605375

353804
432000

1549502

0

7465063

5006

15502608

72339100

4651532

1500000

(            14392332)
168378

0

0

7004362

7 21l p15

79'7

17027,03

704,39

391●68

△ 750p00

(                △ 4586957)

138426

432090

1549502

△

'004962254048

△ 2371

121232125 1034455,2 12786● 53

12340'481

50244551

7290807

18713,

14688186

1776238

2794995

210000

0

1 778725

3β 45906

1024650

2331756

760911

2338854

464315,

06762

l F87 541

843149

844239

4040062

4769875
8512568

4●57500

3230000
69836

610642

5445

258926

,3144501

3■80000

2472667

6150範

112701

213042

96629

8166

2300

1873988
500000
557000

1092500
1396000
223560

120650155

42016207

6162000

161117

18041246

6709296

4729700
320000

4400

1 317417

3551343

3270453

2331● 17

466390

4675534
5202300

〕05060

1202251

2618432

0

8507● 51

33048

3510000

3355000
フ09019

630169

8470

0

14694139

3480000

2400000

600338

80213

214605

233548

309780

,1800

1764,85
0

557000

2340010
20031 0
5491'0

ヽ

2787326)

7323344
1 ,28741

260フ0

△ 3355000
△ 4033p。 8

△ ,934705

△ 110000

△ 4400

46,248

294063

△ 2245303

439

303521

△ 2336680
△ 553149

△ 0307

225200

△ 1775233

34238
△ 4467319

4736827

3812568
1 147500

△ 75000

△ 630133

△ 69● 27

△ 3●25

258926

△ 1549638)

0

72667

,4210

32488

△ 663

△ 136919

△ 301S,4

△ 69500

109803
500000
0

△ 1247●00

△ 197p00

△ 325610

136551982 1353■ 294 Ⅲ207688

△ 15319857 △ 26398722 11573865



(2)正 味 財 産 増 減 計 算 書
平成27年 4月 1日から平成28年 3月 31日まで

科   目 当年度 前年度 増  滅

2 を常外増滋の部        、
(1)経 常外収益
固定資産売却益

車両運機具売却養
経 常 外 収 益 計

(2)経 常外費用
固定資産除却損
車両運磯具際却猥
経 常 外 費 用 計

当期経常外増減額

税引前当期―級正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高

―撤正味財産期末残高
FTは 財差蜘

=残
吉

0

108206
108206
△ 103206

1334997

1334997

0
0

133499'

△

△

1334097

1334997

103206
108206

1443203

△ 15423063 △ 25563725 10135662

70000 70000 0

△ Ⅲ549806G △ 25633725 10135662

54559547 30193272 △ 25633725

39061434 54559547 △ 15498003

39061434 54559547 △ 15498063



(3)財 務諸表に対する注記

1 重要な会計方針

(1)棚卸資産の評価基準および評価方法

商品… 最終仕入原価法(貸惜対照表価額は収益化のほ下に基づく鋳価切下げの

方法により算定)を採用している。

(2)回定資産の減価償却方法

①有形固定資産

車両運搬具… 定率法を採用している.

なお、mt用年数は次の通りである。

車両違撤具… 2年

②案形固定資産

ソフトウエア… 定額法を採用している。

なお、耐用年数は次の通りである。

ソフトウエア… 5年

(3)外資差の資産または負憤の本邦通貨への換算基準

外貨建金釜債権債務は、期末日の直物為替相場により、円換算し、換算差額は損

益として処理している。

(4)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税については、税込み表示をしている。

2 回定資産の取得価標、減価償却果計額及び当期末残高

回定資産の取得価額、滅価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

科 目 取得価線 減価値却累計額 当期末残高

車両運搬具

ソフトウエ7
2488350

2735000

2308349

2156667

180002

｀   623333

合  計 5273350 4465015 903335



3 補助金等の内駅並びに交付者 当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は 次のとおりである。

補助金年の名称 交付着 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照
表上の記
載区分

Kizuna Newsietter Phaso I【

助 成 金
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Leadersh p Training
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E確 oヽ ve y te Disas臨 rs

PraoSoa1 6o,ao■ y Bu18inて on DRR
■ Pro的 nt Futtro D sastoぃ
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nttatve
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in order te advoお o前  徹 ure
disast● r prevOntion r● 1よ●d te nuoloar

,ower

ネバール中部地震緊急支援ポラン
ティアリーダー育成と支援ニーズマッ
チシグ効率化事業

D saster Rolef Volvnteer Tra rlng

Preすam

ネパール大地震災音支援助成金

ネバール大地震災害支援助成全

バヌアツ サイクロシ ′(ム緊急支援
調査事業

共に生きるフアンド 仮設新聞

福島子どもブロジェクト

共感助成プロジェクト

ネットワークを活用した石巻 女川の
産業活性化

ネットワークを活用した石巻 女,1の
産業活性化事業を通じたプログラム
運営人材の育成

支援を活かすマッチング事業 常継
市支援

2014年度災害助成申請 長野県神城
断層地震災書

2015年 「真の祇災者支援の探求と

緊急時の嶺極的な対応J

2015年日本財団 r災害時支援活動
コーディネーター養成研修Jの開発
運営にかかる予算

US―」aPan Couno‖

Amor Cares Foundaton【ぃo

Amer Cares Foundat on lno

6VVS」APAN

6VVS UAPAN

6mSJAPAN

CVVS」APAN

G市o2Asa

特定非営利活動法人
ジヤバンブラツトフオーム

特定非営利活動法人
ジヤバンプラツトフオーム

付定非営利活動法人
ジャパンブラツトフオーム

特定非省和1活動法人
ジヤパシブラツトフオーム

LUSH所 osh Handmade Cosmetos

公益財回法人 信頼資本財団

宮城県

宮城県

中央共同事金会

震災がつなぐ全国ネットワーク

公養財団法人 日本財回

公益財回法人 日本財団

245フ

5177

575443,

656686

ヽ

1

5757044

o880001

902424

26298001

2611 3971

2374269

9396778

1

1 032937

1268880

3921

9558000

2296000

3154835

4516000

1 056000

2204141

100756

,210574

89739〕

4486803

26,1 397

7551 323

5757044

31

17術 9691

863841

575443千

1 032937

3921435

6566

65361

229

1

220414,

,00756

,210574

1268886

1906o9

15S455

302,840

6216394

前貫全

前貴全

前受金

未払金

計▲
コ 14045179 55479276 59945151 9579298



4関連当事者との取引の内容

関連当享者との取引の内容は、次のとおりである。

属性
法人等の
名称

住 所

資産継
額(単
位:千

円)

事業の内
容又は聴
業

ス
の
有
合

晟
権
所
御

関連内容

取引の内容
取引金

額 (単位 |
千円)

科 目癖辞師Ｄ
役員の素務
等

事実上の関
FI

霊
人
支
法

ＮＧ。
ピ一ス
ボ一ト

部

区

京
宿
東
新

国際交流
活動など

なし
費任パー
トナー

事務所
使用料

事務所
使用料(注 1)

5750

(取引条件及び取引条件の決定方針等)
(注1)事務所使用料の支払については、ビースポートから提示された一月あたり使用料を基礎として毎期交
渉の上、決定している。



(4)附 属明細書
‐ 1 基本財産及び特定資産の明細

基本財虐及び特定資産はない。

2 引当金の明細

引当金はない。

―
―
―
―
―
―
―
―
ヨ




